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は じ め に
革新の経済学は，いつの時代であっても，古くして，かつ新しいテーマである。最も有名な革新の
経済学は J.シュムペーターのものであろう。しかし，革新の経済論理そのものは，その時代その時
代を背景にして変化するものである。いつも，同じ論理が通用するわけではない。それぞれの時代を
反映した革新の経済学のバージョンと言えるものがある。それを踏まえた再考はつねに必要である。
少なくとも，シュムペーターがその著作を世に問うた２０世紀前半においては，彼の革新の理論は他の
追随を許さないすばらしい学説であったし，また今もってその栄光を放っていることに変わりはな
い。本稿では，革新の経済論理は製造業に対してとりわけよく適用できるという考え方に依拠して，
今日的観点から，革新の経済論理の再考と革新を生み出せないでいる日本版産業政策の弱点を比較的
な考察で考えてみることにする。
塁を摩すか「シュムペーター仮説」
シュムペーターの革新の経済学におけるキーワードは，革新者，創造的破壊，均衡動態，および景
気循環である。すなわち，革新者がまず創造的破壊を引き起こし，それが均衡周辺を波動する均衡動
態を誘発し，その継起過程のなかで経済は種々の景気循環の様相を呈するというものである。それ
は，経済発展の中の一コマにおける，壮大な誘発的かつ継起的メカニズムとして描かれている。創造
的破壊はいくつかの条件が重なることによって引き起こされるものであり，その条件については研究
者によって遍く知られている。新製品や新生産方法，市場競争力，新しい販路，および新規の原材料
入手の開拓といった諸条件がそれである。中でも，新製品や新生産方法と市場競争力の二つはとくに
重要である。革新者は，経済発展の一コマの好機を掴み，これらの条件の多くを実現的に行使できる
当事者であると考えられているからである（１）。
革新の経済学は長期の発展理論といえるものであるが，いわゆる「シュムペーター仮説」は，独占
（１）Shumpeter J. A., 14. PP. 60−65参照。この文献は革新に関する均衡動学の走りである。
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革新の経済学序説
－製造業における考察－
岡山大学経済学会雑誌３６（４），２００５，１～１３
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研究開発投資 
新製品（新工程）革新 幅広く企業・産業が連携 
度や集中度をもった不完全競争企業の企業規模と研究開発との相関度合いの有無についての実証とい
うように，産業組織論の次元で捉えられる場合が多い。１つの方向は，研究開発についての規模の経
済，範囲の経済，学習の経済である。第２の方向は，研究開発と市場集中度や市場シェアとの関係で
ある。これらについては，内外に多くの実証研究があるが，あえて言えば，どちらのシュムペーター
仮説の検証も十分に支持されてはいないと思われる（２）。また，この仮説の理論モデルとして代表的な
貢献についてみてみると，寡占産業下の利潤最大企業の費用関数に研究開発費の変数を導入して，産
業レベルでの研究開発集約度について行った分析では，理論的には正の相関が発生するとされてい
る。しかし，正の相関があると言うことは，必ずしも因果関係があることを意味しない。従って，研
究開発に特有な種々の事実的な特性を十分に考慮した研究の方が望まれている。本稿は，シュムペー
ター仮説についての深入りは意図していないことを断っておく。
さて，革新者とは企業者（場合によっては産業）と同義であるが，上記の条件を，革新者と結びつ
けて論うだけでは革新の経済論理にたどり着くことはできないと思われる。最終的には，革新者が舞
台とする企業内部の内的インセンティブにまで立ち入らねばならない。革新の経済学がミクロ・ミク
ロと言われる所以もここにある。まずは，考えられる「革新の循環」について，次のようなチャート
が書ける（図１）。
国内の幅広い企業者・産業が連携して，種々の技術要素を摺り合わせることによって新製品（新工
程）革新を実現させることが今日的特徴である。革新者はこれら５つの要素を連結しなければならな
い。企業者・産業の連携の実現によって，新製品（または新工程）の革新を経て，新しい需要の創出
へとつながり，生産の回復や企業利潤の増加がもたらされる。さらに，これが新規の設備投資や研究
開発投資を拡大するといった「革新の循環」が再び生み出され，それがまた，新製品（新工程）革新
の実現へとフィードバックされる。
この革新の循環のチャートの意味付けに関連して，革新の現場である企業内部で発生する革新のイ
ンセンティブに重要に関わる「連鎖モデル」を提示することができる。もともとこのモデルはクライ
ン・ローゼンバーグがそう呼んだものを，青木が好評価したことに始まる。しかし，ここでは，筆者
がさらに日本の製造業を念頭に置いて，簡略化して書き直した「修正版連鎖モデル」を提示する。
図２は，企業内部において，上から「研究」，「知識」および「中心的連鎖」が３層になっている。
その中の各層間で，上向き，下向き矢印で示される作用および反作用の関係が示される。下半分であ
（２）Cohen W. M., 13. PP. 182−264参照。シュムペーター仮説に関する海外文献の詳しいサーベイ論文となっている。
図１ 革新の循環（５つの要素）
３６４ 武 村 昌 介
－２－
〈研　究〉 
〈中心的連鎖〉 
〈知　識〉 
潜在的市場・ 
需要予測 
現実的市場・ 
需要創出 
発明・分析的 
設計 
設計の具体化・ 
テスト 
設計の見直し・ 
生産 
f
f
f f f
る下流の「中心的連鎖」の中には，左から，潜在的市場・需要予測，発明・分析的設計，設計の具体
化・テスト，設計の見直し・生産および現実的市場・需要創出に分別された５つの進行状況が示され
る。文字 fで示されている円環などは，経路が短絡的なフィードバックと経路が長いフィードバック
とを示している。
日本の製造業では，第１に言えることは，新たな発明や分析的設計よりも，従来製品や工程の再設
計のように下流の局面に重点がある。第２に，「中心的連鎖」の中の３番目の「設計の見直し・生
産」に最も関心がある。第３に，短絡的回路のフィードバックを効果的に利用することにより，職場
間の横断的なコミュニケーションを重視する。第４は，同じ企業に属するが，異なる知識を有する複
数の技術者が共同研究，ネットワーク化することである。共同研究をする主なる理由は，自社独自の
技術や人的資源，技術のノウハウ，研究施設や設備などの未活用の度合いや弱体化に伴い，相異なる
部門で互いに持ち合う異なる専門能力を補完的に使い合って利用することにある。企業内部で行われ
る革新の方法が，その境界を越えて，産業内部へと外延的拡大が起こる可能性があるからである。
このような外延的拡大が起こる理由は，上記「中心的連鎖」の中の，潜在的市場における需要予測
と現実的市場における需要創出とのギャップが大きくなることである。けだし，市場に現れる両者の
需要のギャップは企業内部の問題に止まらず，市場における競争の程度，すなわち不完全競争の問題
となるからである。筆者はかねがね，競争的寡占の１種で，価格設定方式であるマークアップ原理を
中核とした新しい市場構造として，競合（rivalry）の重要性を主張している。これは，シュムペー
ターが考えていた創造的破壊における競争力（competitive power）の概念にも通ずると考えている。
企業の創造的行動は，２つの要素，すなわち革新的要素（生産方法，組織効率や利潤創出）と戦略的
要素（製品差別，研究開発や市場創出）に依存しており，この２つの要素の協働が，コスト（平均費
用）プラス利潤方式に則った「マークアップ価格設定」に依る価格を生み出し，市場における競争的
寡占型の競合（競争力）が実際の価格や数量の変化を継起的に引き起こす。価格や生産量は均衡の周
辺を振動するが，長期にわたって均衡から乖離する傾向が生ずる。均衡が回復されることはあるが，
均衡を再び破壊することが革新者の使命である。半導体産業や旅客輸送の産業における価格，数量動
向においてかなりの説明力をもちうると考えている。マークアップ原理の適用を含めた詳細の議論は
図２ 修正版連鎖モデル
出所：Stephen J. Kline and Nathan Rosenberg, “An overview of innovation,” in Ralph Landau and Nathan Rosenberg (eds.), The
Positive Sum Strategy, National Academy Press, 1986 p. 290. また，青木昌彦（１９９２），『日本経済の制度分析』，筑摩書
房，第６章，第３節をみよ。
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筆者自身の他の文献に譲りたい（３）。
誤解を招く日本版産業政策
わが国の現代産業政策は誤解に満ちたものである。製造業における革新という観点から見れば，現
在日本経済が経済低迷下にあることを考慮しても，誤解を招くごとき政府の指導する政策が気になる
材料である。このことについてまず考察を行ってみたい。まずは，経済低迷の原因を考えてみたい。
経済は自然な状態から乖離した場合，生産設備の大きさの調整ができる中・長期で見れば，自然な
元の状態に戻ろうとする性質を持っている。実例として，いまの日銀による量的緩和政策に関連した
一連の金融的産業政策を考えてみよう。現時点を，仮に自然な状態から乖離した状態と考えた場合，
経済全体の総需要曲線（右下がり）と総供給曲線（右上がり）の位置状態を示すことができる。マク
ロでいう物価と生産（所得や産出に同じ）の両軸で考えたとき，需給がバランスする均衡状態におけ
る生産，雇用および失業率をプロットすることができる。言い換えれば，現時点では生産や雇用は少
なすぎ，失業率が大きすぎるわけである。このとき，自然な状態に戻そうとすればどういう政策をと
ればよいかが問題になる。すなわち，こういう場合の政策目標は，生産と雇用を多くし，失業率を小
さくすることである。そのためには，金融政策（名目貨幣の増加）を中心にして，総需要曲線を上方
へシフトさせる（すなわち，総需要を増やす政策をとる）ことが，第一の方法である。いまの日銀を
主体とした，量的緩和政策（一種の買いオペ）に起因する経済低迷はこれである。
買いオペは，本来，物価を引き上げ，生産を増やす効果をもつ。しかし，予想される経済の変化と
しては，物価が上昇する気配を全くみせていない。これに業を煮やした政府は，人為的に物価上昇の
状態をつくりだすインフレターゲット論を持ち出したにちがいないと推測される。この政府が目論む
インフレターゲット論は全くの誤りである。総供給，つまりは生産を増やしても，物価が上昇反応を
ほとんど示さなくなっている経済の体質こそが，いま問題なのである。実際には，生産も増えず（生
産投資回路の障害），物価も上がらない（費用価格回路の障害）のであるから，明らかにこの２つの
回路に障害がある。ここに問題があるとは，二つの回路に障害があることが理由となり，経済主体の
正常な「期待」に繋がらないために，自然な状態に戻ろうとする市場メカニズムの調整が円滑に機能
しないことに問題があることをいう。すなわち，二つの回路に市場の失敗がある。市場の失敗の是正
が必要なのである。産業政策とは，市場の失敗が起こっているときに，市場の資源配分を適正な状態
に戻すために戦略的あるいは補正的に行われる政策であるからである。こうした市場の失敗が製造業
で起こっている（４）。
戦後，わが国で行われた国レベルの産業政策は，われわれに５つの教訓をもたらしたと筆者は考え
ている。
１．市場の失敗と認定できるものかどうかを明確にする。
（３）Takemura, S., 16. PP. 287−300参照。マークアップ原理の適用がとりわけ筆者の議論の核心である。
（４）武村昌介，６．第１章，pp．３－６２参照。産業政策の歴史観的考察をしている。
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２．どの産業に重点を置いた施策にするかを策定する。
３．政府の指導する能動的政策でないことを認識する。
４．研究開発というクラブ財の効果に期待する。
５．将来についての「期待」が重要変数となる。
とくに，地域で産業政策を施行する場合には，上記の教訓を生かした次の項目を，とくに考慮する必
要がある。
１．市場の失敗と認定できそうで，実はそうでないケースがある。
２．もの作り産業としての製造業が重点産業である。
３．公共事業に民間のイニシャティブの活用を考える。
４．産学連携による研究開発クラブ財を創出する。
５．費用価格期待（費用価格回路に依存）と生産投資期待（生産投資回路に依存）を正常化する。
クラブ財は共同化，ネットワーク化ができる財という意味が込められており，一種の正の外部経済
効果の利点を使う。期待はとりわけ重要な変数になる。
インフレ率に期待を考慮した「期待インフレ率」と「実質金利」および「名目金利」の関係をも加
味したマクロの公式をいま導出してみよう。
実質金利≒名目金利－期待インフレ率
がその公式である。利子率には貨幣表示の利子率と物財表示の利子率とがある。前者が名目金利 it
であり，後者が実質金利 rt である。いま財は単純化のため１種類とし，その t期の価格を pt，t 1
期の期待価格を pt 1e とすれば，
1 rt (1 it) pt pt 1e
が成り立つ。また，t期の期待インフレ率を mt
e で表すことにすれば，
mt
e  pt 1ept   pt
となる。上記の二つの式を使って整理すれば，
1 rt (1 it) (1 mte)
となる。名目金利 it と期待インフレ率 mt
e がともに過大な値をとらなければ，
rt≒itmte
となることがわかる。これが最初の公式である。
この３者間の数理関係を認知しておれば，政府は産業政策の見誤りをすることはなかったはずであ
る。現在，国内物価は傾向的には下落を示しているため（５），期待インフレ率はマイナスであると推測
（５）日銀の「経済・物価情勢の展望」リポートによると，２００４年１０月末現在で，物価上昇率はプラス０．１％である。こ
の程度のプラスは，「誤差の範囲」でしかなく，物価は全く停滞しているのである。
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される。期待インフレ率がマイナスであるとすれば，名目金利はプラスであるため，実質金利もプラ
スとなる。すなわち，実質金利は名目金利よりも期待インフレ率の分だけその値が大きくなる。
投資が名目金利ではなく，この実質金利に依存して決まるかどうかは議論があり得る。企業は名目
金利ではなく均衡的には自然な状態で決まる実質金利に反応すると考えるとすれば，望ましい政策と
しては，期待インフレ率をプラスに転じ，実質金利を下げる方策になる。期待インフレ率は人々の物
財の価格に対する自然な期待値を示すものであり，政府が人為的に操作することはむずかしい。経済
活動において「期待」が重要な役割を果たすことに間違いがなく，しかも政府がインフレ率の期待値
（期待インフレ率）を誘導操作する可能性があるとすれば，それは人々が政府の誘導的政策に絶大の
信頼を寄せている場合に限るであろう。製造業は非製造業に比べて，統計上は売り上げは約３分の１
であるが，経常利益はほぼ同じで，その伸び率は約２倍あるといわれる。これは，製造業は非製造業
に比べて稼ぎが大きいことを意味している。また，不況下において言えば，物財生産部門は非物財生
産部門と比べ，生産性の変化率はともにマイナスで同様の低下を示しているが，研究開発支出の対
GDP比はむしろ上昇している。この事実からすれば，財生産部門における，研究開発支出の生産性
こそが低下したと言うことになる。米国の著名な経済学者 O. ブランシャールらもこの事実の重要性
を指摘している。物財生産部門そのものの生産性ではなく，同部門における研究開発支出の生産性こ
そを高めることが最大の課題となることを意味する。
マクロ経済学の基礎で説明できるか
今の政府が基本的に考えているマクロ経済運営は，革新の経済学とはおよそほど遠いものである。
大学で教えるマクロ経済学は，学生に教える理屈の説明原理だけの価値があるのではなく，実際の経
済運営の説明原理として使えるのでなければならない。日本の経済学者は米国の経済学者と違って，
これをやって来なかった嫌いが多分にあるのではないか。既述したように，調整が経済主体の正常な
「期待」に繋がらないがために，市場メカニズムの経済調整が円滑に機能しないわけである。２種類
の障害，「生産投資回路の障害」と「費用価格回路の障害」を引き起こしている直接的，間接的な理
由も念頭に置きながら，マクロ経済学の基礎で，現況の経済運営の一端を考察してみることにする。
図３は，ポピュラーなマクロ経済学の作図である。
図において，縦軸は物価として Pを測り，横軸は生産として Yで測る。図中の２種類の曲線は，
それぞれ，総供給曲線 ASと総需要曲線 ADである。総供給曲線は，国内産出量と輸入の合計（総供
給量）を物価との関係で示した曲線であり，総需要曲線は，国内需要（消費と投資と政府支出）と輸
出の合計（総需要量）を物価との関係で示した曲線である。前者は右上がり，後者は右下がりであ
る。これは，供給曲線と需要曲線を描くのに，縦軸に価格，横軸に数量をとった場合，前者が右上が
り，後者が右下がりになることを想起できれば十分である。総供給曲線 ASと総需要曲線 ADの交点
における生産の値は現実の生産量であり，それを現実生産量と呼び，Yt とする。
政府が金利を上げ下げする伝統的な金利操作に代えて，２００１年３月から行われている金融の量的緩
和政策は，物価 Pの下落幅以上に名目貨幣供給量を増やそうとする政策である。言い換えると，実
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質貨幣供給量を増やそうとする政策であると言える。具体的には，日銀が銀行などから国債や手形を
買い取り，その資金を銀行に流すことにより，銀行が日銀に設けている当座預金（無利子）残高を増
やし，また，その残高資金を利子の付く企業向け貸し出しに使うことにより，設備投資を実行し易く
して景気浮揚をねらう政策である。こうした実質貨幣供給量を増やそうとする政策は，日銀によって
当座預金の残高目標を継続的に設定し直すプロセスを通じて行われているため（６），総需要曲線 ADを
推移的に右方へ移動させていることになる。もし，総供給曲線 ASが移動しないままで，総需要曲線
ADのみが右方移動すれば，物価 Pは上昇し（ P 0），産出量，したがって生産 Yが増える
（ Y 0）。
いま，初期点 Y0 から移動後の Yの現実産出量を Yt とし，横軸の右方に位置する産出量 Yn を自然
産出量と呼ぼう。現実産出量 Yt は，現実失業率 Ut を伴う産出量であり，自然産出量 Yn は完全雇用
の産出量ではなく，自然失業率 Un を伴った産出量である。当然のことながら，現実失業率 Ut は自
然失業率 Un より大きい。総需要曲線 ADの右方移動の幅を段階的かつ政策的に調整することによっ
て，物価を政策的に上昇させながら，産出量を自然産出量に近づけることができる。政府が基本的に
考えている日銀の金融政策に依拠した政策プロセス（２～３％のインフレターゲット論が主流らし
い）はこれであると考えられる。しかし，政府の政策意図は短期のものであり，長期の政策を意図す
るときには，この論理は誤りである。短期では，総供給曲線 ASが右方移動しないことを前提にして
政策を打っていることである。長期を考えれば，総供給曲線 ASは確実に右方移動する。従って，総
供給曲線 ASも，総需要曲線 ADの推移的な右方移動とともに，漸次的に右方移動するならば，物価
（６）日銀の当座預金残高目標は，段階的に引き上げるばかりで，２００４年１０月末現在で，３５兆円にまで膨張している。物
価変動がないから，その増加分だけ実質貨幣量が増えているにも拘わらず，マネーサプライは増えていない。ここに
も経済回路の障害がある。
図３
３６９革新の経済学序説
－７－
の変動は，下落に転ずるか，変動がないままかのどちらかであり，上昇に転ずる可能性はほとんどな
い。曲線 ASの右方移動そのものが物価を変動させないか，あるいは，総需要曲線 ADの右方移動と
相まって下落に転ずる（デフレスパイラルを含む）ことになる。さらに，総需要曲線 ADの右方移動
の幅は比較的大きいと考えられるのに対して，総供給曲線 ASの右方移動の大きさは比較的小幅と考
えられるが，移動の幅が大きくても小さくても，産出量が段階的に自然産出量に円滑に調節させられ
ていくとはとうてい考えにくい。いま，長期の観点が政策実行に必要とされる所以である。
２００４年１０月１日，日本銀行によって発表された，９月の短期経済観測（１０月１日，朝日新聞朝刊の
記事）によれば，「日本経済が好調だ。１日発表された日本銀行の９月の企業短期経済観測調査（短
観）は，主軸の大企業・製造業が堅調な輸出と底堅い消費の「両輪」に乗って，バブル期の９１年以来
の好況となり，産業全体を潤わせている。市場の予想を上回る改善ぶりだが，多くの企業は今後の両
輪の勢いに不安も感じている」とあった。日銀の短観では，業況を「良い」とする企業の割合から
「悪い」とする企業の割合を引いた業況判断指数（DI）を用いるが，上記の判断は，優れて皮相的
な観測の域のものであり，本当の現況は，多くの企業が今後の両輪の勢いに不安を感じている要素の
方が強いはずである。上野泰也氏らのように，企業の収益の改善は短期的なリストラ効果によるもの
であり，長期的な家計や企業の回復はむしろ遅れており，デフレの脱却はまだできていないし，物価
の値下げ要因は当分続く，と判断していることからもわかるように，現況経済に対する読みの鋭いエ
コノミスト達は，政府，日銀を含む楽観的な経済観測を許容していない。筆者も同じ見解である。
産業政策の中の研究開発投資と企業行動
製造業における研究開発投資と企業行動を知るには，過去における主なる産業政策の事例と，現在
における資料からの展望を検索して比較する（国際比較を含む）ことが早道である。
研究開発投資について，わが国の産業政策史上，最初にして最後の金字塔としていまだ語りつがれ
ている重要な事例がある。それは，もともと当時の通産省が呼びかけて設立された「超Ｌ研」（フル
ネームは超 LSI技術研究組合）と呼ばれる民間主導の研究開発共同組合のことである。わが国では，
傾向として言えば，開発および応用研究は企業等が中心で，基礎研究は大学や公の研究所等が中心と
いうような棲み分けがある。この「超Ｌ研」は，LSIを生産する半導体メーカー５社（日本電気，東
芝，日立，三菱電機，富士通）の技術者によって組織された第一線の技術者集団のことである。１９７６
年から１９７９年までのおよそ４年間にわたって，敵対同士であるはずの５社メーカーの研究者が参加し
た。当時この半導体の開発分野で相当の技術ギャップがあり，水を空けられていた米国メーカー IBM
へのキャッチアップを目標に設立されたものである。開発研究はリスクが大変に大きいため，この研
究開発投資活動においては，政府の肝入りで，政府補助金や各種の優遇措置のもとで進められた。当
時，この研究に直接間接に関わる特許取得件数はめざましいものがあったとされている。実行に移さ
れた「超Ｌ研」は，日本と米国間の技術ギャップ縮小のために大きく貢献したと評価できる産業政策
史上，唯一のものである。それは，わが国がその後，半導体の DRAM分野で世界一にまで上り詰め
た基礎がこのときに創られたと言っても過言ではない。当時，この種の共同研究組合はほかにもあっ
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たが，同じ産業内の企業同士の「産
 
産
 
連携」ともいえるこの「超Ｌ研」が最も大きな研究成果を上げ
得たのであった。しかし，この方式は通産省による産業政策の中で最も目立つ金星ではあったが，わ
が国の戦前期からの政府による産業政策の事例効果としては，最後の花を飾るものであったことは皮
肉なことである。
上記の「産産連携」と違って，今日では，「産
 
学
 
連携」が一種の通り言葉となっている。経済低迷
の時代にあって，製造業が産業政策の基盤であることに変わりはないが，新しい動向として注目でき
ることは，産の側の研究開発の自前主義から，学の側を巻き込んだ連携，共同というように両者が
ゲーム的に結託することで，もの作りの生産性を高めることができることである。両者間にアイデア
の格差があれば，その格差をなくすために研究開発が進むので，そこに利潤の機会があると言われ
る。産の側の中央研究所が引っ張っていく単調なリニアモデルは過去のものとなりつつあり，これか
らは，自らが「この指留まれモデル」を目指して塁を摩すといった，強力なインセンティブをもった
参加型モデルを志向していくことになると思われる。
半導体の回路基盤に吹き付けるインクジェット実装技術の開発で米国のインテル社からも注目され
ている，ある中小企業の社長の次の発言は，大いに啓発させられる。
「技術を地域振興に結びつけようという社会的な志をもってやっています。うちは，中小メーカー
向きのボトムアップ（分子レベルから作り上げる）の製造手法を使っています。かつては，中小企業
の技術は，大手企業に利用されっ放しでした。価格を下げられ，技術を盗まれ，金型にしても海外に
流されました。もう勘弁してほしい，もう下請けではないといつも考えていました。大手からは，労
賃の安い海外（中国など）に出るから，お前もついてこい，と何回も言われました。そう言われるた
びに断ってきました。共同開発をしようという提案には真剣に耳を傾けます。その上で互いに秘密保
持契約を結びます。製造手法は，工程の上流から下流までの技術は自社で囲い込みます。素材もすべ
て自社調合です。よそではできません。初期投資のサンクコスト（埋没費用）の効果についても考え
てやっています。ブドウの房（クラスター）のように集積効果を生かして新産業を育てていきたい，
との一途の思いから今の社名を付けました」（７）。
日本の製造業の中でも，半導体メモリーの素材・部品分野はとりわけ伝統的な得意分野である。こ
れについては，既述の産業政策のところでも触れた。「超Ｌ研」などの技術研究組合は，日本が国の
開放経済出立前に設立して大きな効果を上げ得た典型例であるが，２１世紀に入ってからは，共同研究
化，ネットワーク化の形態，クラブ財のあり方も変化してきている。最近の報道によると，２００４年１２
月から，半導体の素材・部品に関する最先端知識を身につけた「半導体エリート」をオールジャパン
で育てようという技術者の特別養成組織が，経済産業省の音頭取りで発足するといわれる。日本が最
も得意とする半導体の素材・部品分野での革新を進め，併せて市場の競合，競争力を保持し，激しく
追い上げる韓国や台湾などのアジア海外勢に対抗することが目的である。こうした傾向は，従来には
見られなかった動向である。すなわち，製造業メーカーの「熟練した現役の技術者を集める」のでは
なく，半導体関連の素材・部品メーカーの「若手技術者をエ
 
リ
 
ー
 
ト
 
養成する」ことを想定したところ
（７）２００３年６月２１日「朝日新聞」記事『インテル注目の「ナノテク，東大阪にあり」』による。
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に特徴がある。半導体を使う CPU（中央演算装置）や最終製品ではアメリカのインテル社などの海
外メーカーが圧倒的な強みを持っている一方で，シリコン・ウエハーなど部品・素材では，日本企業
が世界市場の約７割のシェアーを占める。日本が半導体部門で，世界最強だった８０年代に半導体メー
カーが国内で緊密に連携し，開発に取り組み成功した輝かしい歴史があることがその背景にある。
日米産業界の研究開発費を比較してみると，１９９５年度の米国の研究開発費は日本のそれと比較して
１．２９倍であったが，２００１年度には２．１９倍と拡大しており，為替の影響を考慮しても，統計資料から米
国の研究開発費との格差はむしろ拡大する傾向にあることが指摘されている。また，２００３年度の日本
における製造業の設備の平均年齢（いわゆるヴィンテージ）は，１２．２年であり，前年より２年余りま
だ延びる傾向にある。一方，米国では設備の平均年齢は約８年の水準でほぼ横ばいとなっている状況
である。技術革新の速度が速く，設備に技術力が集約される分野では，迅速かつ必要な額の設備投資
が行われて，国際競争において優位に立つ必要があり，企業設備の老朽化を避けなければならないこ
とに十分留意する必要がある（８）。ここに革新の経済学の核心の一端が示されている。
主要国における全要素生産性（TFP）の指数の推移を国際比較で見てみよう（図４）。
（８）２００４年度版『製造基盤白書』４．第１章，第２節と第３節，pp．３６－２２７を参照。
図４ 主要国の全要素生産性（指数）の比較
備考：全要素生産性指数は１９９０年の全要素生産性を１．０とする指数。
全要素生産性（TFP）の伸びは，下式のとおり，経済成長率から資本の伸び率と労働の伸び率を差し引いた残差と
して計測される。
T  T
［TFPの寄与］
Y  Y
［経済成長率］
(1) K  K
［資本による寄与］
L  L
［労働による寄与］
T  T：TFPによる寄与度
Y  Y：経済成長率
K  K：資本ストックと稼働率により算出した資本による寄与
L  L：就業者数と労働時間により算出した労働による寄与 ：労働分配率
資料：Alessandra Colecchia及び Paul Schreyer（OECD）作成資料（２００１年）より作成。
また，２００４年版『製造基盤白書』（ものづくり白書）経済産業省他編，３３ページ参照。
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日本を除く先進主要４ケ国は，１９９０年（基準年）以降，ほぼ上昇傾向を示しているのに対し，日本
だけが下降傾向（一時期を除いて）を示している。研究開発の中心的担い手としての製造業がその主
導的役割を果たしていないからであると考えられる。同じ主要国で比較した，最新のデータで見た製
造業における労働生産性の水準自体は，決して低くはないのである（日本・８．６，米国・９．６，英国・
３．０，ドイツ・５．７，フランス・６．９，但し，数字は２００１年度（仏のみ２０００年度）のもので，１０億円／千
人で示す）。共同研究と開発の担い手として，地域における知的な「産業クラスター」は注目に値す
る。
終 わ り に
日米両国の製造企業でみたとき，企業環境の変化に適応できた企業と，できなかった企業との比較
をしてみることにより，米国と比較したときの日本企業の弱点を指摘してみよう。野口が行った興味
ある議論を筆者の方で少し敷衍して示してみよう（９）。
表１には，３種類の企業規模の属性が示されている。それは，売上高，従業員数および時価総額で
ある。それらの３種類の属性の組み合わせによって，３種類の企業のタイプ（type１と type２と type
３）を区別することができる。
type１と type２の企業を比較すると，伝統的な巨大企業と言われている企業にも大きな違いがある
ことがわかる。その違いは時価総額の相違に表れている。type１と type２に属する企業の売上高と従
業員数は，一部を除きほとんど変わらない一方で，type２の企業の時価総額は type１の企業のそれと
比較して，ほぼ５～１０倍である。type３に属する企業は，type２の企業に比べて，売上高と従業員数
は５分の１位の規模であるにも拘わらず，時価総額はほぼ同じである。type３の企業は米国の企業に
属するものばかりで，日本企業にはほとんど属するものがない。まさに革新型の企業とはこういうタ
イプのものなのである。企業規模の指標は，伝統的な売上高や従業員数ではないと思われる。時価総
額などに見るように，その企業の価値が市場でどれだけ評価されているかに依存していることが端的
（９）野口悠紀雄，７．第１章，pp．１９－５０参照。
表１
売上高
（１００万ドル）
従業員数
（人）
時価総額
（１００万ドル）
type１
GM（ゼネラル・モーターズ） １７７，２６０ ３６５，０００ ３４，４７１
日立製作所 ７６，１２６ ３３７，９１１ ２３，３６５
type２
GE（ゼネラル・エレクトリック） １２５，９１３ ３１０，０００ ３３３，３４０
トヨタ自動車 １２１，４１６ ２１５，６４８ １０１，１９０
type３
Intel（インテル） ２６，５３９ ８３，４００ １９０，２９８
Microsoft（マイクロソフト） ２２，２９３ ３８，０００ １１２，０１９
資料出所：売上高，従業員数，時価総額は，「フォーチュン誌」（２００１年，２００２年）。また，野
口悠紀雄（２００２），第１章もみよ。
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に示されている。
時価総額の規模の多寡は，企業の収益率（または利潤率）に連動するため，そうした属性を満たし
た企業が米国の経済を牽引している。「若くて，小さくて，価値の高い」企業が国の産業を引っ張っ
ている。ここから教訓として言えることは，「大きくても価値の低い企業」ではなく，「小さくても価
値の高い企業」が，シュムペーター仮説に則った，「連鎖モデル」を効率的に使い，企業構造の内部
（inside）の革新の方法にまで立ち入り，いわば「動的ケイパビリティ」の維持が現代版イノベー
ターの大きな使命であることである。
最後に触れておけば，これまでの国の技術ギャップ理論では，リカード比較優位論をベースにし
て，関係両国が新規に付け加えることのできる輸出入品目数の相対的な多寡によってうまく説明でき
るとされてきたが（１０），本稿のこれまでの議論から推測すれば，単に，参入退出問題の絡んだ新規産業
数や品目数の問題ではなく，企業構造の内部（inside）の革新の問題に核心があることがわかる。こ
の企業の内部問題については，‘Internal Economic Analysis’の研究題目で筆者の仕事が行われてい
る（１１）。
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An Introductory Economic Study on Innovation
－The Case of Manufacturing Industry－
Shosuke Takemura
The most important word is ‘innovator’ in the theory of Shumpetarian Hypothesis. That gives rise to the
specific rivalry and competitive power in some vital facets of business fluctuation. This rivalry has both the
innovative and strategic characteristics inside the firm.
The notorious industrial policies used to depend on the good functions of production-investment circuit and
cost-price one. None the less market fails. A series of the recent open market operations implemented by
Japanese Central Bank, are related to a certain misunderstanding about our popular macroeconomic analysis. Let
there be no mistake about it.
In this article I will research the sustainable factors of R&D and the revised chain model inside the a few
manufacturing firms and / or industries including semi-conductor industry. Besides we are going to make use of
Japanese statistical materials about TFP comparing to those of U.S. and others as occasion demands. We can
take notice that this work has some important fact findings in the article. Finally there will be explanation and
emphasis about the distinguishing method between the firms of three types and the ‘inside’ problem.
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